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東京都食品製造業等取締条例の一部改正について

衛生管理は、より安全で衛生的な食事を利用者に供することが目的です。万が一事故が発生すると、それは利用者の健康や生命に直接かかわる重大な事態となるため、日常的に衛生管理のためのあらゆる対策を講じ、管理することが重要となります。このことについて、東京都では東京都食品製造業等取締条例（昭和２８年１０月２０日東京都条例第111号）を定め、平成１４年１０月改正施行により、社会福祉施設も同条例の対象とされています。このたび、これまでの基準をさらに具体的なものとして列記した同条例の一部改正があり、平成１７年１０月１日施行されます。以下、主な改正内容を２頁に掲載します。なお、「衛生基準」に違反する場合は、営業停止等の行政処分を課すこととされていますので、食品衛生責任者に情報提供いたします。


「施設運営ハンドブック」（東社協刊）では、社会福祉施設と食品製造業等取締条例の関係をつぎのように説明しています。

１　社会福祉施設は給食供給者であること

同条例では、営業以外の場合で、学校、病院、社会福祉施設等において特定多数人に対して、同一の施設等で週１回以上継続的に１回２０食以上又は１日５０食以上の食事を供給する者を給食供給者と定義され、その結果ほとんどの社会福祉施設はこれに該当することとなる。さらに、給食供給者は食事の供給を開始したときは（保健所を経由して）東京都知事あて届出書の提出が義務付けられている。

２　給食供給者の衛生基準（施設基準）の遵守

①給食施設の構造（場所、建物、区画、面積、床、内壁、天井、明るさ、換気、周囲の構造）新築、改築、増築の際には同基準を満たすことが必要となるので留意すること。②食品取扱設備（冷蔵設備、計器類等）。③給水及び汚物処理（給水設備、便所、汚物処理設備、清掃器具の格納設備）

３　給食供給者の衛生基準（衛生管理運営基準）の遵守

①食品衛生責任者の設置、管理運営要綱の作成についての記述がある。②衛生措置（施設の管理、食品取扱設備の管理、給水及び汚物処理、食品の取扱、従事者の衛生管理）についての記述がある。

今回の改正内容の詳細（含む「給食供給者」固有部分）については、東京都福祉保健局（健康安全室食品監視課）のホームページにて閲覧の上、所管の保健所の指導の下、具体的な対応方策を策定することが必要です。また、「衛生管理運営要綱」（もしくは「衛生管理点検表」）の作成方法としては、同ホームページ掲載の「運用心得」をまとめることにより、作成は可能と考えられます。
	食品営業施設における衛生措置の基準が改正されます。

	　食品関係の営業者及び給食供給者が営業施設等で守るべき衛生措置の基準は、東京都条例で定められていますが、その内容が一部改正され、平成１７年１０月１日から施行されます。主な改正点は、以下のとおりです。
食品衛生責任者
●
食品衛生責任者は、保健所等が実施する講習会を受講し、知識の習得に努める。
ねずみ族、昆虫対策
●
施設及びその周辺のねずみ族、昆虫等の繁殖場所を排除し、施設内への侵入を防止する。
●
ねずみ族、昆虫等の生息調査を定期的に実施し、その発生を認めたときは直ちに駆除し、記録に残す。
食品等の取扱い
●
食品等の調理・加工時において、加熱温度及び時間を適正に管理する。
●
異物混入の防止措置を講じ、必要に応じて検査する。
●
食品等の製造・加工時において、原材料として使用しない乳、小麦等の特定原材料（アレルギー物質）の混入防止措置を講ずる。
運搬等
●
食品等の運搬は、温度及び湿度の管理、所要時間、運搬方法等に留意する。
記録の作成・保管
●
食品等の仕入元、販売先等に関する記録の作成、保存に努める。
●
計器類等の点検・補修結果の記録やロット毎の製造記録等の作成、保管に努める。
製品の回収・廃棄
●
事故発生時の問題製品の回収方法、連絡体制等の手順を定める。
●
回収した食品等は、適切に措置する。



（本頁は東京都福祉保健局ホームページより転載）

なお、「給食供給者が守るべき衛生措置の基準」を含めた「社会福祉施設管理者のための環境衛生設備自主管理マニュアル（編者注：含施設で特に注意する感染症）～維持管理の手引～」が東京都福祉保健局のホームページに別途掲載されていますので、参照してください（本としては発行されていません。）















PAGE  
１/２


